
資料8
第3次安芸高田市

まち・ひと・しごと創生総合戦略（方針）
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目指す人口（2045年：18,000人）

政策シナリオを踏まえて、今後、以下の数値目標を設定
●●人/年の転入促進
●●人/年の転出抑制 ●●％/年の合計特殊出生率の向上

基本目標Ⅰ 基本目標Ⅱ 基本目標Ⅲ 基本目標Ⅳ

テーマ
安心して住み続けられる

環境をつくる事業
人をつなげる事業

ここにしかない歴史・文化
を未来につながる事業

循環の「環」を
つなげる事業

人口減少対策に向けた
政策の対象（たたき台）

ファミリー世帯
外国人技能実習生
コミュニティ

学校（児童・学生）
地元企業

観光客
個人版関係人口
企業版関係人口

移住者

検討方針
人口ビジョン等の結果を踏まえて、目標人口からの逆算思考で真に必要な施策・事業を検討

行政主導だけでなく、公民連携による重点プロジェクトを検討

横断施策 公民連携の強化、デジタルの活用、プロモーションの強化

目標人口への寄与
転出抑制・転入促進
合計特殊出生率の向上

転出抑制・転入促進
（将来のUターン候補）

関係人口・転入促進
（地域をまずは知る）

転入促進
（都会では得難い魅力）

財政への影響 市民税等増加 市民税等増加 ふるさと納税等増加 市民税等増加

目指す将来像の実現
子どもたちの未来の生活・居場所を守る

●次期総合戦略の基本骨格 資料８

【総合戦略の目的】
・安芸高田市における人口減少対策、地方創生の方針を示します。
【次期総合戦略の基本骨格の設計方法】
・現行総合戦略の基本目標や人口ビジョンで得られた結果を踏まえて、人口減少対策に向けた政策の対象を設定し、施策・事業を検討します。
【人口ビジョン等の検討で得られた知見】
・目標人口の達成には毎年、各地区で若年男女の転入促進又は転出抑制が必要 ⇒外国人技能実習生を想定
・目標人口の達成には毎年、各地区でファミリー世帯の転入促進又は転出抑制が必要 ⇒ファミリー世帯（Jターン）を想定
・安芸高田市への移住・促進を図る上で、通勤者を含む多様な関係人口を創出し、地域を知ってもらうことが重要
・安芸高田市はUターン割合が低いため、学生が卒業して市外に出る前に、地域への愛着を高めて頂くことが重要 等
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【参考】現行総合戦略の全体像 資料８
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●公民連携による重点プロジェクトの例示 資料８
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●公民連携による先進事例の紹介 資料８

・人口規模700人の山梨県小菅村では、高付加価値型の分散型ホテル事業を推進しています。
・民間運営で、売上規模は約7千万円、従業員10人、3年程度で黒字化までしており、地域に産業と雇用を生み出しています。
・ランニングでは役場からの補助は受けておらず、稼働率は40％を超え、今では宿泊者の半数以上が外国人です。
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